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岩沼市地域防災計画
改定方針（案）

令和5年11月28日
岩沼市総務部危機管理課

1 岩沼市地域防災計画の位置付け
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▶岩沼市地域防災計画は、災害対策基本法第42条
の規定に基づく法定計画

国:中央防災会議

防災基本計画（第34条）

県:宮城県防災会議

宮城県地域防災計画（第40条）

市:岩沼市防災会議

岩沼市地域防災計画（第42条）

指定行政機関・
指定公共機関
防災業務計画

（第36条、第39条）

地区内の居住者及び事業者

地区防災計画（第42条の2）

提案するこ
とが出来る

市の判断で
計画に規定

抵触しては
ならない

抵触しては
ならない

基づき作成

基
づ
き
作
成
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2 岩沼市地域防災計画の構成
岩沼市地域防災計画

風水害等災害対策編
第1章 総則
第2章 災害予防対策
第3章 災害応急対策
第4章 災害復旧・復興対策

地震災害対策編
第1章 総則
第2章 災害予防対策
第3章 災害応急対策
第4章 災害復旧・復興対策
第5章 原子力災害対策

資料編
1 総則関係 6 応援
2 組織 7 輸送
3 情報の収集 8 その他の災害
伝達・広報 応急対策

4 消防活動 9 危険区域等
5 避難等 10 参考資料

津波災害対策編
第1章 総則
第2章 災害予防対策
第3章 災害応急対策
第4章 災害復旧・復興対策

水防に関する事項について要
点を簡潔に記載し、地域防
災計画と水防計画を一体化
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３ 改定の背景・目的
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▶近年の災害発生状況を考慮
・近年、大規模地震発生の切迫性が指摘され、甚大な被害
の発生が想定

・風水害が多発しており、岩沼市においても洪水等の発生
が想定

・大規模な地震や風水害への対策が喫緊の課題

▶国や県の防災計画等、上位計画との整合
・現在の岩沼市地域防災計画の改定（平成31年3月）以降、
国の防災基本計画や宮城県地域防災計画が修正

・各計画やガイドライン等との整合が必要

▶組織改編等に伴う見直し
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４ 防災基本計画の動向
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▶国の中央防災会議における防災基本計画の修正等
主な修正の概要

令和元年
5月

・平成30年7月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難対策に関する修正（自
らの命は自ら守る意識の徹底、防災情報の提供）
・昨年発生した災害への対応の教訓を踏まえた修正（被災市区町村応援職員確保
システムの充実等） 等

令和2年
5月

・東日本台風等の最近の災害対応の教訓を踏まえた修正
(災害に慣れていない自治体への支援、被災者への物資支援の充実等) 等

令和3年
5月

・災害対策基本法の改正(災害対策本部の見直し、避難勧告・避難指示の一本化等)
等を踏まえた修正
・新型コロナウイルス感染症対策を含む感染症対策 等

令和4年
6月

・最近の災害対応の教訓、関係法令の改正等を踏まえた修正
(盛土による災害の防止に向けた対応、安否不明者の氏名等公表による救助活動
の効率化・円滑化等)

令和5年
5月

・最近の施策の進展等を踏まえた修正(多様な主体と連携した被災者支援、情報伝
達、デジタル技術の活用)
・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る基本計画の変更を踏まえた修正 等

５ 宮城県の計画等の動向
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▶宮城県防災会議における宮城県地域防災計画の
修正等

主な修正の概要
令和2年
1月

・防災基本計画の修正の反映
・宮城県災害時広域受援計画の策定を踏まえた修正 等

令和3年
2月

・避難情報に関するガイドラインの反映
・宮城県災害時広域受援計画の反映
・新型コロナウイルス感染症に対応した避難所ガイドラインの反映
・原子力災害対策指針の改正の反映

令和4年
6月

・県の組織改編を踏まえた修正
・県の施策の進展等を踏まえた修正
・避難所運営等における性的マイノリティへの配慮を明記
・土砂等の埋立て等の規制に関する条例の制定 等

・原子力災害対策指針の修正の反映

令和4年
11月

・防災基本計画の修正の反映
・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法の改正を踏まえた修正
・「第6次地震防災緊急事業五箇年計画」の策定 等
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６ 改定方針

6

▶改定に向けた課題と改定方針
改定に向けた課題 改定方針

市の防災施策、
事業等の反映

・地震・津波等の災害リスクの整理（地震被害想定、最大クラスの津波浸
水想定等）
・災害対策本部活動体制の強化に関わる防災施策・事業等（各種ツールを
用いた防災情報の提供／訓練等）の反映
・地域の防災力に関わる防災施策・事業等（マイ・タイムラインの普及啓
発／避難行動要支援者支援（個別避難計画）等））を反映する。

現行計画に反映
されていない法
律、防災基本計
画、宮城県地域
防災計画等との
整合

・水害・土砂災害からの避難対策（避難勧告と避難指示の一本化／警戒レ
ベルの導入／流域治水の推進／広域避難等）
・最近の災害対応の教訓（外部応援団体の受入体制（受援）／避難所ガイ
ドライン等に基づく避難所運営等）
・要配慮者に関わる対策の強化（避難行動要支援者の個別避難計画の作成
／福祉避難所の活用による要配慮者の円滑な避難の確保）
・その他対策（日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る基本計画の変更
を踏まえた修正／原子力災害対策指針の改正の反映等）

市の組織改編、
防災関係機関の
組織等の更新

・現行の組織体制を踏まえた配備体制等の更新、防災関係機関の組織名称
等の更新、文言・字句等の時点修正

７ 今後のスケジュール等

▶令和5年11月28日／令和5年度第1回防災会議

▶令和5年12月～令和6年1月上・中旬／地域防災
計画改定素案の作成、庁内確認、関係機関への
照会ほか

▶令和6年1月24日／令和5年度第2回防災会議

▶令和6年2月～3月／パブリックコメント

▶令和6年3月中・下旬／令和5年度第3回防災会議
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